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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期 

第３四半期 
累計期間 

第57期 
第３四半期 
累計期間 

第56期 

会計期間 

自平成26年 
 ３月21日 
至平成26年 
 12月20日 

自平成27年 
 ３月21日 
至平成27年 
 12月20日 

自平成26年 
 ３月21日 
至平成27年 
 ３月20日 

売上高 （千円） 8,553,082 8,312,484 11,573,165 

経常利益 （千円） 79,068 151,032 154,455 

四半期（当期）純利益 （千円） 35,888 71,182 73,665 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 611,650 611,650 611,650 

発行済株式総数 （株） 4,411,000 4,411,000 4,411,000 

純資産額 （千円） 1,975,346 2,053,800 2,013,969 

総資産額 （千円） 5,793,430 5,843,871 5,879,323 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 8.20 16.26 16.82 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 7.00 

自己資本比率 （％） 34.1 35.1 34.3 

 

回次
第56期

第３四半期
会計期間

第57期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
 ９月21日
至平成26年
 12月20日

自平成27年
 ９月21日
至平成27年
 12月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.09 5.84 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資の増加や雇用環境の改善など、景気は緩やかな回復

基調が続いているものの、中国その他新興国の景気減速や米国の金融政策の影響が懸念され、依然として国内全体で

の景気の先行きは不透明な状況が続いております。

 電設資材卸売業界におきましては、新築住宅着工戸数も緩やかな持ち直しの動きがあるものの、原材料価格や現場

人件費の高騰により需要獲得の競争が激しく、収益環境は依然として厳しい状況です。 

 このような状況の中、当社においては４月に展示即売会「AIKOフェスタ2015」を実施した他、積極的な販売活動を

推し進めるとともに、業務効率化アップに努めるなど収益改善に努めております。 

 結果、当第３四半期累計期間における売上高は8,312百万円（前年同期比2.8％減）となりました。 

 利益面につきましては、貸倒引当金繰入額の減少により販売費及び一般管理費の総額は1,171百万円（前年同期比

11.8％減）となりました。これにより営業利益149百万円（前年同期比95.3％増）となり、経常利益151百万円（前年

同期比91.0％増）、四半期純利益は税制改正に伴う繰延税金資産の取崩しにより71百万円（前年同期比98.3％増）と

なりました。 

 

（2）財政状態の分析

 当第３四半期会計期間末の総資産は5,843百万円となり、前事業年度末に比べ35百万円減少いたしました。流動資

産は4,912百万円となり、22百万円減少いたしました。主な要因は期末在庫商品の増加（前期末比121百万円増）と、

売上債権の減少（前期末比136百万円減）による差額です。固定資産は931百万円となり、13百万円減少しておりま

す。 

 当第３四半期会計期間末の負債合計は3,790百万円となり、前事業年度末に比べ75百万円減少いたしました。流動

負債は2,747百万円となり、前事業年度末に比べ889百万円減少いたしました。主な要因は短期借入金800百万円を長

期借入金へ変更したことによる減少です。この変更等に伴い固定負債は前事業年度末に比べ814百万円増加しており

ます。 

 これらにより当第３四半期会計期間末の純資産の部は2,053百万円となり、前事業年度末と比べ39百万円増加いた

しました。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（4）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

- 2 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成27年12月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,411,000 4,411,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,411,000 4,411,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年９月21日

 ～

平成27年12月20日

－ 4,411,000 － 611,650 － 691,950

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月20日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年９月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     33,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,334,000 4,334 －

単元未満株式 普通株式     44,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 4,411,000 － －

総株主の議決権 － 4,334 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月20日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

愛光電気株式会社
神奈川県小田原市西大友

205-2
33,000 － 33,000 0.75

計 － 33,000 － 33,000 0.75

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年９月21日から平成27

年12月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年３月21日から平成27年12月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月20日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月20日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,379,988 1,421,490 

受取手形 1,326,050 ※ 1,195,022 

売掛金 1,730,310 1,708,082 

電子記録債権 120,391 ※ 137,199 

商品 291,614 412,885 

その他 134,639 79,342 

貸倒引当金 △48,533 △41,861 

流動資産合計 4,934,462 4,912,162 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 176,108 169,752 

土地 342,520 342,520 

その他（純額） 19,366 17,113 

有形固定資産合計 537,994 529,386 

無形固定資産 27,129 24,663 

投資その他の資産    

投資有価証券 69,410 67,224 

その他 489,650 493,176 

貸倒引当金 △179,323 △182,741 

投資その他の資産合計 379,737 377,658 

固定資産合計 944,861 931,708 

資産合計 5,879,323 5,843,871 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月20日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月20日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 313,650 281,974 

買掛金 882,049 1,011,465 

電子記録債務 287,076 250,752 

短期借入金 1,800,000 1,000,000 

賞与引当金 70,000 32,999 

役員賞与引当金 5,110 - 

資産除去債務 - 3,063 

その他 279,622 167,432 

流動負債合計 3,637,509 2,747,687 

固定負債    

長期借入金 - 800,000 

退職給付引当金 152,452 156,142 

役員退職慰労引当金 75,392 86,239 

固定負債合計 227,845 1,042,382 

負債合計 3,865,354 3,790,070 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,650 611,650 

資本剰余金 691,950 691,950 

利益剰余金 695,349 735,881 

自己株式 △9,784 △10,122 

株主資本合計 1,989,164 2,029,358 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 24,805 24,442 

評価・換算差額等合計 24,805 24,442 

純資産合計 2,013,969 2,053,800 

負債純資産合計 5,879,323 5,843,871 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成26年３月21日 

 至 平成26年12月20日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年３月21日 
 至 平成27年12月20日) 

売上高 8,553,082 8,312,484 

売上原価 7,148,910 6,991,818 

売上総利益 1,404,172 1,320,666 

販売費及び一般管理費 1,327,648 1,171,251 

営業利益 76,523 149,414 

営業外収益    

受取利息及び配当金 3,522 2,922 

生命保険配当金 390 423 

預り金精算益 1,682 1,294 

その他 3,606 3,282 

営業外収益合計 9,201 7,923 

営業外費用    

支払利息 6,498 6,277 

その他 157 27 

営業外費用合計 6,655 6,305 

経常利益 79,068 151,032 

特別損失    

減損損失 - 2,837 

特別損失合計 - 2,837 

税引前四半期純利益 79,068 148,195 

法人税、住民税及び事業税 47,745 45,155 

法人税等調整額 △4,565 31,857 

法人税等合計 43,179 77,012 

四半期純利益 35,888 71,182 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理

 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をしております。な

お、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等が四半期会計期

間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成27年３月20日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月20日)

受取手形 － 46,047千円

電子記録債権 － 2,460千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自  平成26年３月21日
至  平成26年12月20日）

当第３四半期累計期間
（自  平成27年３月21日
至  平成27年12月20日）

減価償却費 17,896千円 19,563千円

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成26年３月21日 至 平成26年12月20日）

   配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月18日 

定時株主総会
普通株式 35,035 8 平成26年３月20日 平成26年６月19日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成27年３月21日 至 平成27年12月20日）

   配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月18日 

定時株主総会
普通株式 30,650 7 平成27年３月20日 平成27年６月19日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は電気機器電設資材等の販売事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年３月21日
至 平成26年12月20日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日）

１株当たり四半期純利益金額 8円20銭 16円26銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 35,888 71,182

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 35,888 71,182

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,379 4,378

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年１月29日

愛光電気株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 齊藤 文男  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 園田 博之  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛光電気株式会

社の平成27年３月21日から平成28年３月20日までの第57期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年９月21日から平成27

年12月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年３月21日から平成27年12月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、愛光電気株式会社の平成27年12月20日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年１月29日

【会社名】 愛光電気株式会社

【英訳名】 AIKO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 近藤 保

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神奈川県小田原市西大友205番地２

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 近藤 保は、当社の第57期第３四半期（自 平成27年９月21日 至 平成27年12月20日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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